
 

 

1｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2023-08-22｜Copyright ©2023 NLI Research Institute All rights reserved 

 

 

1――はじめに～増え行く共働き世帯、専業主婦世帯は夫婦のいる勤労者世帯の３割へ減少 

 

近年、共働き世帯が増加する一方、専業主婦世

帯は減少している（図表１）。1980年では専業主

婦世帯は 1,114 万世帯（夫婦のいる勤労者世帯

の 64.5％）で共働き世帯（614万世帯、同 35.5％）

の２倍弱を占めていたが、1990 年代半ばに共働

き世帯が上回るようになり、2022 年では専業主

婦世帯（569 万世帯、同 29.9％）は共働き世帯

（1,262万世帯、同 70.1％）の半数に満たなくな

っている。 

このような中で、当社をはじめとした調査・研

究機関では、働く女性に注目した分析を増やし

てきた一方、専業主婦に対する興味関心は低下

している印象がある。よって、本稿では、政府統計等を用いて、あらためて最近の専業主婦世帯の特

徴（妻の年齢分布や就業希望など）を捉えたい。なお、本稿では原則として、専業主婦世帯は、総務

省「労働力調査」における「男性雇用者と無業（非労働力人口に失業者を加えたもの）の妻から成る

世帯」、共働き世帯は「夫婦ともに雇用者から成る世帯」とし、この両者をあわせて「夫婦のいる勤労

者世帯」としている。 

 

2――年齢階級別に見た特徴～「女性の活躍」で若い世代ほど専業主婦減少、25～34 歳世帯の４分の１へ 

 

まず、妻の年齢階級別に、夫婦のいる勤労者世帯に占める専業主婦世帯の割合の変化を見ると、全

ての年齢階級で低下している（図表２）。以前は、専業主婦率は 45～54歳を底に若いほど、また、高 

図表１ 専業主婦世帯数と共働き世帯数の推移 

 
（資料）総務省「労働力調査特別調査」（2001年以前）、総務

省「労働力調査」（2002年以降）より作成 
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年齢ほど高まる傾向があり、グラフはＶ字の形状を描いていた。一方、特にこの 10年間においては、

若年層における低下幅が大きいことで、Ｖ字の側は平坦化している。 

つまり、20 年ほど前は 25～34 歳や 55 歳以上では共働き世帯より専業主婦世帯の方が多かったが、

足元では専業主婦世帯の方が多いのは 65 歳以上のみ（約６割）となっている。また、54 歳以下では

専業主婦世帯は年齢によらず４分の１程度で、共働き世帯が７割を超えて多数派となっている。 

特に、出産・育児期の多い若年世帯で専業主婦が減っている背景には、2013年に政府が成長戦略と

して「女性の活躍推進」を掲げたことで、企業等において、育児休業や時間短縮勤務制度の活用、在

宅勤務によるテレワークの推進など、仕事と家庭の両立を図るための環境整備が一層進んだためと思

われる。言い換えれば、出産や育児期等にある女性の就業を促進する上で効果の大きな政策であった

ということだろう。 

 

3――妻の年齢階級分布に見た特徴～共働き世帯より専業主婦世帯で高齢化進行、55歳以上が約半数へ 

 

次に、妻の年齢階級分布の変化を見ると、夫婦のいる勤労者世帯全体については、高年齢層が増え

る一方（55歳以上は 2002年 17.7％→2022年 30.9％で＋13.2％pt）、若年層は減っている（34歳以下

は同 24.8％→同 14.2％で▲10.6％pt）（図表３）。背景には、少子高齢化や未婚化の進行、男性の就業

期間の延長1などがあげられる。 

また、専業主婦世帯については、2002 年では全体と比べて高年齢層（55 歳以上は 21.9％で全体よ

り＋4.2％pt）や若年層（34 歳以下が 30.4％で同＋5.6％pt）が多いことが特徴的である。一方で、

2002 年から 2022 年にかけては、専業主婦世帯では高年齢層が全体を上回って増える（55 歳以上は

2002年 21.9％→2022年 45.3％で＋23.4％pt、全体の増加幅より＋10.2％pt）一方、若年層は全体を

上回って減ることで（34 歳以下は同 30.4％→同 11.5％で▲18.9％pt、同▲8.3％pt）、全体と比べて

高齢化が進行している（55歳以上が全体より＋14.4％pt）。 

 
1 総務省「労働力調査」によると、高齢男性の労働力率は上昇しており（65 歳以上は 2002 年 29.9％→2022 年 34.9％で＋

5.0％pt）、このことは夫婦のいる勤労者世帯に占める高年齢層の妻の増加につながる。 

図表２ 妻の年齢階級別に見た夫婦のいる世帯に占める専業主婦世帯の割合の変化 

（ａ）専業主婦世帯の割合の変化 

 

（ｂ）2002年に対する各年の変化幅（％pt） 

（各年の値－2002年の値） 

 
（注）▲20％pt以下を青色、▲20％pt～▲

10％ptを水色で網掛け。 

（注）図表２では調査対象数の少なさから 15～24歳は掲載していないが、図表１には含まれている。 

（資料）総務省「労働力調査」より作成 
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一方、共働き世帯については、全体と比べて高年齢層の増加幅（同 14.3％→同 25.2％で＋10.9％

pt、同▲2.3％pt）も、若年層の減少幅（同 19.5％→同 15.2％で▲4.3％pt、同＋6.3％pt）もやや小

さくなっている。また、全体と比べて 55歳以上の割合も少ない（全体より▲5.7％pt）。 

つまり、前述の通り、若年世帯ほど専業主婦が減ったことで、共働き世帯と比べて専業主婦世帯の

方が高齢化は進行しており、足元では専業主婦世帯の約半数は 55 歳以上が占めるようになっている

（全体では約３割）。 

 

4――専業主婦世帯の就業希望状況～若い年代ほど希望多い、非求職理由の大半は「出産・育児のため」 

 

専業主婦の就業希望のある割合は、全体では

2002年は 26.4％、2022年は 15.4％（2002年より

▲11.0％pt）を占めて低下している。 

なお、冒頭で見た通り、夫婦勤労者世帯に占め

る専業主婦世帯の割合は足元では約３割だが、仮

に就業希望のある専業主婦が全て就業した場合

は約４分の１にまで減少する。 

年齢階級別に見ると、若い年代ほど就業希望率

は高い傾向があるが、全ての年代で低下している

（図表４）。なお、2022年で最も高いのは 25～34

歳（27.9％）で約３割を占める。 

年齢階級別に就業希望率の変化を見ると、もともと就業希望率の低い 55 歳以上では僅かな低下に

とどまるが（55～64 歳では 2002 年 9.6％→2002 年 8.5％で▲1.1％pt、65 歳以上では同 4.4％→同

2.8％で▲1.6％pt）、就業希望率の高い 44 歳以下では比較的大きく低下している（25～34 歳では同

35.2％→同 27.9％で▲7.3％pt、35～44歳では同 35.4％→同 2022年 24.8％で▲9.6％pt）。 

44歳以下の低下幅が大きい背景には、仕事と家庭の両立環境の整備が進み、若い年代ほど就業希望 

図表３ 夫婦のいる勤労者世帯の妻の年齢階級分布の変化 

（ａ）2002年 

 

（ｂ）2022年 

 
（資料）総務省「労働力調査」より作成 

図表４ 専業主婦の就業希望のある割合の変化 

 

（資料）総務省「労働力調査」より作成 

1.6 

2.2 

1.1 

23.2 

28.2 

18.4 

28.0 

25.1 

30.5 

29.4 

22.7 

35.7 

14.5 

16.6 

12.8 

3.2 

5.3 

1.5 

0 20 40 60 80 100

全体

専業主婦世帯

共働き世帯

15～24歳 25～34歳 35～44歳
45～54歳 55～64歳 65歳以上

%

0.7 

0.4 

0.8 

13.5 

11.1 

14.4 

24.9 

20.8 

26.5 

30.1 

22.5 

33.1 

20.9 

24.3 

19.6 

10.0 

21.0 

5.6 

0 20 40 60 80 100

全体

専業主婦世帯

共働き世帯

15～24歳 25～34歳 35～44歳

45～54歳 55～64歳 65歳以上

%

35.2 35.4 

21.1 

9.6 

4.4 

27.9 
24.8 

17.7 

8.5 2.8 0

10

20

30

40

25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

2002

2022

%



 

 

4｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2023-08-22｜Copyright ©2023 NLI Research Institute All rights reserved 

を叶える妻が増えていることで、専業主婦と

いう母集団の性質が変化していることがあ

げられる。 

また、就業希望のある専業主婦が求職活動

をしていない理由を見ると、全体では「出産・

育児のため」（35.7％）や「適当な仕事があり

そうにない」（33.7％）が３割を超えて多い

（図表５）。 

年齢階級別には、若いほど「出産・育児の

ため」が多く、25～34 歳では 75.0％、35～

44 歳では 58.5％を占めて圧倒的に多い。一

方、年齢とともに「適当な仕事がありそうに

ない」が増え、45歳以上では４割台を占めて

最多となる。また、高年齢層では「健康上の理由のため」も増え、55歳以上では約１割を占める。 

つまり、依然として、出産・育児期と重なる年代では、仕事と家庭の両立の困難さから就業をあき

らめている女性が少なからず存在しており、出産・育児期にキャリアを中断したことは、その後の「適

当な仕事がありそうにない」という状況にも結びついている様子がうかがえる。 

 

5――夫の年収階級別に見た特徴～専業主婦世帯は再雇用等で 300 万円未満層が約３割へ増加 

 

夫婦のいる世帯の夫の年収分布を見ると、2002年では、いずれの世帯でも年収 500万円～699万円

を中心に分布しており、専業主婦世帯では高収入層や低収入層が、共働き世帯では中間層がわずかに

多い傾向はあるものの、世帯による大きな違いは見られない（図表６）。 

ところで、日本では古くから「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という価値観が存在す

ることで、専業主婦世帯の夫は高年収である（夫が高年収であると妻は非就業）という印象もあるの

かもしれない。一方で 2002年のデータを見ると、その図式は成り立っていないことが分かる。 

なお、既出レポートで見た通り2、夫が高収入であるほど、妻の就業率は低下する傾向はあるのだが、

近年では、夫の収入の多寡によらず働く妻が増えているために、夫の年収が 1,500万円以上でも妻の

約６割は就業している。つまり、夫が高年収でも妻は就業している世帯の方が多い。 

2022年でも同様に、いずれの世帯でも夫の年収は年収 500万円～699万円を中心に分布している。

また、共働き世帯については 2002年とおおむね変わらない（各年収階級の変化幅は１％程度）。 

一方、専業主婦世帯については、300 万円未満の比較的低年収層が増え（2002 年 20.4％→2022 年

27.9％で＋7.5％pt）、1,000万円以上の高年収層がやや増えることで（同 9.8％→同 12.2％で＋2.5％

pt）、300万円～1,000万円未満の中間層が減っている（同 69.8％→同 59.8％で▲10.0％pt）。この背 

 
2 久我尚子「パワーカップル世帯の動向～コロナ禍でも増加、夫の年収 1500 万円以上でも妻の過半数は就労」、ニッセイ基

礎研レポート（2023/7/13） 

図表５ 就業希望のある専業主婦の非求職理由（2022年） 

 
（注）データの制約上、２人以上世帯の配偶者で非労働力人口の 

妻について見たもの。 

（資料）総務省「労働力調査」より作成 
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景には、３節で見たように、専業主婦世帯が共働き世帯と比べて高齢化していることで、定年後の再

雇用といった雇用形態で働く夫が増えていることなどがあげられる。 

図表６ 世帯類型別に見た夫婦のいる世帯の夫の年収分布の変化 

（ａ）2002年 

 
（注１）データの制約上、全体は夫婦のいる世帯、共働き世帯は夫が就業者で妻が雇用者の世帯、専業主婦世帯は夫が就

業者で妻が無業（非労働力人口に失業者を加えたもの）の世帯を示す。 

（注２）いずれも収入のない夫については省略 

（注３）赤字下線は専業主婦世帯の値 

（注４）高年収層ほど該当数が少ないことで、まとめて表示されているため、年収階級は必ずしも等間隔ではない。 

（ｂ）2022年 

 
（注）注記は（ａ）と同じ 

（ｃ）2002年に対する 2022年の変化幅（％pt）（2022年の値－2002年の値） 

 
（資料）総務省「労働力調査」より作成 

4.0 

6.8 

10.4 
15.0 

15.7 

22.3 

17.6 

6.3 

1.9 

2.6 5.4 

10.1 

16.0 16.8 

24.0 

18.4 

5.4 1.4 

4.3 
6.8 

9.3 

13.9 
15.3 

22.1 

18.5 

7.6 

2.2 

0

10

20

30

100万円

未満

100～

199万円

200～

299万円

300～

399万円

400～

499万円

500～

699万円

700～

999万円

1000～

1499万円

1500万円

以上

全体

共働き世帯

専業主婦世帯

%

5.2 
7.1 

9.4 

13.7 

15.5 

22.9 

16.6 

6.8 

2.7 

3.0 
5.4 

8.9 

15.0 
17.4 

24.9 

17.2 

6.2 2.0 

8.6 9.4 9.9 

11.2 12.2 

20.2 

16.3 8.1 

4.1 

0

10

20

30

100万円

未満

100～

199万円

200～

299万円

300～

399万円

400～

499万円

500～

699万円

700～

999万円

1000～

1499万円

1500万円

以上

全体

共働き世帯

専業主婦世帯

%

100万円
未満

100～
199万円

200～
299万円

300～
399万円

400～
499万円

500～
699万円

700～
999万円

1000～
1499万円

1500万円
以上

300万円
未満

（再掲）

300～
1,000

万円未満
（再掲）

1000万円
以上

（再掲）

全体 1.2 0.3 ▲ 1.0 ▲ 1.3 ▲ 0.2 0.7 ▲ 1.0 0.5 0.8 0.5 ▲ 1.8 1.3
共働き世帯 0.4 0.0 ▲ 1.2 ▲ 1.0 0.6 1.0 ▲ 1.1 0.7 0.6 ▲ 0.8 ▲ 0.6 1.4
専業主婦世帯 4.3 2.7 0.6 ▲ 2.7 ▲ 3.1 ▲ 1.9 ▲ 2.2 0.6 1.9 7.5 ▲ 10.0 2.5



 

 

6｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2023-08-22｜Copyright ©2023 NLI Research Institute All rights reserved 

6――おわりに～多様化する世帯構造、個人の選択に中立な税制・社会保障制度の実現を 

 

本稿では、政府統計を用いて、減少傾向にある専業主婦世帯の特徴を捉えた。その結果、近年の政

府の「女性の活躍推進」政策等の効果によって、仕事と家庭の両立環境の整備が進み、共働き世帯が

増えたことで、20年ほど前は夫婦のいる勤労者世帯の６割強を占めていた専業主婦世帯が、足元では

約３割にまで減っている状況が確認された。また、就業希望がある専業主婦が全て就業できた場合は

約４分の１にまで減る可能性も見て取れた。 

また、妻の年齢階級に注目したところ、これまで出産・育児期における仕事と家庭の両立に悩んで

きた若い年代ほど働く妻が増えて専業主婦が減っていること（足元では 30 歳前後の世帯の約４分の

１が専業主婦で７割以上が共働き）、少子高齢化や未婚化の進行、男性の就業期間の延長等によって、

専業主婦世帯は共働き世帯と比べて高齢化が進み、専業主婦世帯の約半数は 55 歳以上が占めるよう

になっていた。 

なお、両立環境の整備が進み、就業希望を叶える妻が増えたことで、専業主婦の就業希望率は全て

の年代で低下していた。一方で、未だ若いほど就業希望率は高く（30 歳前後では約４分の１）、希望

がありながらも求職していない理由の大半は「出産・育児のため」であり、依然として両立の困難さ

から就業をあきらめている女性が少なからず存在する様子も見て取れた。また、出産・育児期にキャ

リアが中断されることは、中高年期に仕事を得にくい状況にもつながっている様子がうかがえた。 

 専業主婦世帯が減り、共働き世帯が増えていることは広く認識されているだろうが、あらためてデ

ータで見ると、専業主婦世帯は予想以上に少なく（共働き世帯の半分に満たない）、予想以上に高齢化

している（約半数が子育てを終えた年代）という事実に意外な印象を受けた方も多いのではないか。 

 消費市場においては、世帯構造の変化や消費者の要望をきめ細かく捉えた上で商品やサービスを提

供することが企業業績に直結するため、消費者のプロファイリングは丁寧に、かつ素早く実行される。 

一方で、日本の税制や社会保障制度においては、所得税の配偶者控除や第３号被保険者などに見ら

れるように、すでに少数派となっている専業主婦世帯を前提とするものが根強く存在し、現状との乖

離は広がっている。また、共働き世帯とはいっても、いわゆる「106万円の壁」（一定規模以上の企業

等の雇用者で社会保険料の自己負担が生じ始める収入）などに見られるように、就業希望があっても

就業時間の調整をしている女性は少なくない。 

また、専業主婦世帯や共働き世帯は夫婦世帯が前提だが、近年、未婚者や高齢単身者の増加によっ

て単身世帯は総世帯の約３割を占めて増加傾向にあり、存在感を高めている（厚生労働省「令和４年

国民生活基礎調査」）。 

このような中で内閣府「男女共同参画白書 令和５年版」では、「働きたい女性が就業調整を意識し

なくて済む仕組み等を構築する観点から、税制や社会保障制度等について、総合的な取組を進める」

としている。すでに働き方や家族形成に対する価値観が多様化し、世帯構造も多様化している中では、

個人の選択に対して中立的な税制や社会保障制度の実現に向けて、一層スピード感を持った改革が求

められるようになっている。 


